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序 課題設定と目的

最近の30ヶ年， わが国産業構造の画期的変革にともない， 農業生産の具体

的担い手である農業経営の性格は大きく変貌し続けて来た。 しかしそれらの

変貌の殆んどは， 高度化する産業構造と調和したいわゆる社会的生産力の担

い手としての条件を整えたものではない， 全く逆方向を歩み続けたといって

も過言でない。では何故そのような道を歩まなければならなかったのであろ

うか， 理由はいろいろあげられようがその根源は， 単純な再生産の維持すら

国難な零細家族労作経営にあったといえよう。

戦後の農地改革， その後の基本法農政などいずれも日本の農政史上注目す

べき農業振興策が登場したかに見えたが， それらも日本的零細家族労作経営

の経済的性格を， その内部に立ち至って対決したものでなかったことが， 今

日の農業を現象化した主な理由とも考えられる。現在もさまざまな農業振興

策が登場するが， その殆んども又農業生産力の具体的な担い手の性格育成と

いった配患は第 3，第4に位置ずけられ， 日本農業とか， 地域農業といった

トータルを指標とした， いわば抽象的な農業振興策に終止している。 このよ

うな施策の下では， 農業生産の具体的担い手たる個々の経営は本来の発展軌

道にのることは出来す その動向は従来にもまして非科学性を強めた体質へ

と変貌するであろう。
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本稀iは日本農業の転換とか再編は， 個々の農業経営ρ性格を科学的な農業

経営経済体に構築することに出発すべきであるとの理念にもとずき， そのた

めには， 零細過小な家族経営のもっている木質的性格を， それらの経済行動

視点で整序し， それらが社会経済環境の変化にどのような対応を示しながら

その経済的性格を変えたのかを明らかにするとともに， 日本的過小農業経営

の転換並に再編の基礎条件を模索しようとしたものである。

したがって本稿では， (1)零細過小家族農業経営の経済的性格を経済の発展

段階に即して詐かにするとともに， (2)日木における零細過小な家族農業経営

の変貌と変貌を規定した要悶を， それら主体の中に見究め， 次いで(3)零細過

小家族経営をとりまく経済社会環境の大きな変革がもたらされた1960年以降，

それら零細過小家族経営がどのような対応を示しつつ変貌したかを明かに

し，以上の考察を通じ， (4)過小農経営の経営経済的研究の方法を明かにしよ

うとしたものである。

第1節 家族的農業経営の経済的性格

家族経営は「農民家族を単位として自己の労働力， 自己の生産財を根幹と

して生産を営み， これによって家族の生活欲求の充実をはかる個別経済であ

る」が，その行動様式は経済の発展段階によって異なる。すなわち， 自給自

足の経済段階では， 生活欲求のすべてを自己の経済内で生産し充足するいわ

ゆる I必要充足の原則」が貫かれる。

交換経済の段階に至り， 他の個別経済と経済交渉が始ると， その初期段階

は個別経済における余剰;農産物の交換に止まるが， 貨幣を媒介とする交換経

済の段階に至ると， それまで農家の自給経済の一部として営まれていた加工

部門は， 次第に工業経営として独立し， 農家経済は生活に必要なそれら生産

物を獲得するに必要な貨幣を得ょうとし， その結果農業生産は次第に商品生

産的性格を指向する。而して商品生産的農業への指向は， 農業経営の性格の

如何を間わず， 経営諸要素それ自体の価値を客観的評価に位置ずけなければ

ならなくなるO その結果， 個別経営はその存続発展のために，社会平均的，

或は平均以上の要素用役費用の実現を可能ならしめるような対応を余儀なく

されるが， それには幾つかの厳しい制約事情を克服しなければならないので

ある。それは大別して 2つある。 1つは農業生産の特殊性を基礎とするもの

であり，他の 1つは農業生産物の市場における特殊性である。 しかし， この
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2つの事情は全く違った範時のものであるが，その解決手段は全く同一条件の

整備に帰するのである。それは時宜にかなった経営耕地規模の漸進的拡大で

ある。それらについて若干の考察をしておこう。

(1) 農業生産の特殊性(農業内部の本質的事情〉土地生産力展開の側而と，

労働生産力展開の側面の 2つを， 収益性視点で問うならば， その手段は何か

を明かに示唆することが出来ょう。すなわち， 前者は農業生産の基礎である

土地と， 土地利用手段である作物， 家畜等の聞に現象化する投入・産出の物

的効用関係，すなわち収穫逓減の法則 (Lawof diminishing returns) の

具体的あらわれ方の尊重と対応の具体的展開を方向ずけることである。

商品生産進化の過程において， 個々の経営が， この法則の影響を緩和する

道は， 投入に対して拙かれる産出可能曲線上に位置する最適投入量， 最適産

出量:の点 l、し、かえるならば「限界投入=限界産出」の点を右上方に誘導す

る条件を整えることである。その実現のための具体的方法は， それを可能な

らしめるような作付方式， 或は生産部門の複合化などによって基礎ずけられ

る。しかし， そのような作付方式とか， いくつかの部門の適切な複合化は，

農地の商的，質的規模の肱大を抜きにしては実現出来ない。

後者の労働生産力的側面については次のような理由による。すなわち，商

品経済が一般化するにしたがい，家族労働報酬の客観的評価が問われはじめ，

その結果労働過程は漸次資本によって装備されるであろうが， その具体的現

象形態は一定の体系として遂次整備される。 このような， 資本による労働過

程の装備は経営における間定費の絶対額の増加をまねき， それが生産物に転

化さる。したがって従来の規模では必然的にコストの上昇を惹き起すが，そ

れらは生産量:の増大によって単位当りコストを確実に低下させることが可能

である。 しかしてその可能性を噂くものは， ここでも規模拡大化を必枢の条

件とするのである。

(2) 農業生産物の市場的特殊性

商品経済の進化にともなう農業経営要素用役費用の社会的価値実現にとっ

て重視すべき決定的事情は農産物の市場的性格の特殊性これで、ある。すなわ

ち，‘食f量生産物の需要は他のほとんどの商品やサービスに比べると，需要と

供給の短期価格弾力性が著しく低L、(農産物の商品的性格入ことこれで、ある。

したがって農業経営の安定化のためには， コスト低下を基本とする供給量の
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拡大を可能とする経営組織の確立が要請され， その具体的， 実践的内容を規

定するものは， ここでも農業経営規模拡大の可能性如何といった点にある。

以上は農業の本質的特性(農業の絶対的性格) に鑑み商品経済の進化にと

もない， 農業経営が対応すべき一般的事情を考察したものであるが， 家族農

業経営変貌の要因はそれだけで‘はなL、。以上のような農業の本質的性格の外，

農業生産力の具体的担い手である個々の農業経営および， 個々の農家経済の

具体的性格と商品経済の進化との相互関連事情の発現これである。すなわち，

冒頭に記述した家族経済の性格規定は抽象的であったが， これを具体的に記

述すると次のような内容を持つものと整理されるo すなわち，

(1)， 労働力は家族労働力であり， その労働力の再生産過程はそれらの家計ー

であることから， 家族労働力の費用は， 経営経済的には前払費用であり且一

定費用の性絡を持つ。

(2)， 家族経営における資産の形態を持つ経営資本の大部分の性格も， 利潤

を目標とする資本家的企業のそれと異り， 家族労働とその経営経済的対応の

手段として位置ずけられる。

したがって， このような性格を持つ家族経営の白標は， 企業的経営の目標

を趨えるような実践的自擦を掲げがちである。すなわち， 企業的経営は利潤

の最大化を目標とするのに対し， 家族経営は最少の犠牲を理念として， 最大

の所得をその目標とするのである。而して， 以上のような家族経営の経済的

性絡から，最大所得実現の方法は， 農家経済の最大費目である労働費(キ家

計費)が前払い費用であり且一定費用であることから， 集約的な労働力利用

を可能ならしめるような土地利用方式或は経営部門の創設を通じて年聞を通

じて十分な就労の道を切り開こうとする O

(3)， 家族経営の特殊性を規定するものの 1つは， 労働力が家族労力であっ

たが，このことが示唆する見逃すことの出来ない特殊性の 1つは家族労働力

の構成にある。すなわち，その構成は性別， 年令別など， 異質の労働力によ

って構ー成され， その基礎は家を中心とする家系継承的血縁集団である。 この

ような労働力構成は資本家的企業には全く見られなL、。 この事は経営の運用

にあたって， 家族個々の労働力の性格， 能力に即した労働対象に就労させる

こととなって来たが， このことは家族農業経営展開の段階規定に軍要な指標

的意味をもっているのである。
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以上のような性格から，家族農業存立の経済的基礎とか原理を究明すると，

家族経営はミ労働と消費充足の心理的均衡、の上に成立する，いわゆる主体

均衡の経済体であるが， その内容は複雑な労働力構成， 多様な性格の労働力

よりなり立っていることを十分に考慮しなければ， その動向分析を的確に把

握することが出来ないであろう。

このような性格の経済主体は， 労働市場が発展したり， 家計充足のために

市場依存度が増加するにつれ， 或は農業技術の進歩にともない， たゆまなく

聞い続けられるミ合理的な経済とは何か、に対応しようとするが，その対応

はその持つ労働力構成の多様性の故に， 企業に比べ極めて緩慢である。 しか

し農業技術の発展が著しく農業経営構造が変革し， 労働力の性格が企業に準

じた能力保持者を一般的に要求する段階に至ると， 家族農業経営も比較的均

ーな労働能性をもった労働力に純化しなければならなくなり， ここに経済計

算上不都合な自給部分を次第に解消し， 合理的な経営経済組織， 或は合理的

な個別経済とするための対応形態を現実化するのである。すなわちある経営

は積極的に技術を導入し， 労働生産性と収益性の高L、いわゆる農業経営に発

展し ある経営は農業経営を断念， いわゆる離農ーして労働市場へと移動し，

ある経営は労働対象を従来の農業生産と新たな賃労働収入部門を拡大或は

資本市場と組合せて発展の道を求めるといったいわゆる兼業形態へと分化す

る。以上のような考察を通じ， 家族農業経営の変貌を概観すると， 変貌を規

制したものは商品経済の進化にあるが， 変貌の基礎は農業の本質的特殊性と

家族経済の特殊性なかんずく家族農業の根幹である家族労働力の構成， 家族

の消費充足事情の変化¥，、し、かえる iならば消費充足における市場依存度の増

大にあったといえよう。

家族農業経営の中には産業革命の影響を受け， 早くに資本家的企業経営に

進化した西欧諸国の家族経営や， 資本家的家族経営の創設とその発展を指向

したアメリカ型家族農業等の終局的目標は， 家族の欲求を充分なものとして

いる点においては家計充足的であるが， 原始的な旧開国， 或は発展途上国に

見られる家計充足型とはその範時を異にし， 経営成果は常に資本家的企業の

目標である利潤を超えた最大の家族労働報酬においている点は， 農業生産の

本質的特殊性を見究めた経営のあり方として， わが国をはじめ， おくれた農

業国の近代的農業構造改善のあり方を示唆していると言えよう。
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第2節 目本農業と農業経営の変貌

日本農業の担い手は家族労働力を基幹とし， 家族労働力によって蓄積され

た経営資産による家族経営であるが， その範障は前述のごとく， 経済社会の

発展に追随して変容した経済体で、ある。 したがって， それらの変貌も時代に

よって一様で、はなく， 又それぞれの経済環境， 個別経営の性格によって多様

であるが， 日本の農業と農業経営はどのように変貌したのか， 変貌の要因は

何であったか， 木節はそれらの仔細な分析の総括的序説部分であり， その範

囲も過去の約1世紀を対象としたものであるo

1世紀前におけるわが国の農業は 540万戸と 525万ヘグタールの農耕地を

基礎としていた。約1世紀を経た今日 (1980)， その農家戸数は約466万戸，

農耕地面積約470万ヘクタール，もとよりこの間増減はあったが，それも1945

年から1960年の約15ヶ年間で， 農家戸数が急激に減少した過去15ヶ年を除い

ては， 日本農業の基礎には大きな変化がなかった。 したがって， 農業の変貌

というよりも r変化なき日本農業」の本質を究明することが， 日本農業の
真の性格を明かにすることが出来るかも知れない。 ここではそれらを含め，

家族経営の変貌の序論部分として日本農業の変貌展開の過程を究明し， 次い

で経営変貌に及ぼう。

日本農業の変貌を農業の担い手である個別経済に基礎をおいて認識し

位置ずけするために引用した資料は次のごときものである。これらを相互に

関連させ，変貌の経過， 要因を巨視的， 統一的に理解しようとしたものであ

る。

(1) 農地面積

(2) 農家人口

(3) 農地規模別農家構成

(4) 米生産経済

(5) 専兼別， 自小作別農家構成

(6) 農家の消費水準

大蔵省主税局の土地統計による過去1世紀の聞におけるわが国の農地は，

100万ヘクタール楠加したといわれているが， 1950年をピークとして， その

後減少を続け1980年にはピーク年次に比べ約21ノ4一セント強の減少となって
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いる(第 1表(1)参照)。他方農家戸数は1945年以降の海外引き揚げ者の農業移

植で数10万戸の増加があったが， これも 1950年をピークとしてその後減少を

続け， 1950年に比べ23.0パーセントが減少している(第 1表(2)参照)，農地規

模は比較的集約度の低い穀寂生産が一般的であったにもかかわらず零細で，

1960年頃までの平均戸 1当り農地規模は 1ヘクタール以下で(第 1表 (3)参

照)，その後増加しつつあるもその程度は極めて僅かである。他方農業就業者

第l表農耕地面積・農家戸数・農業就業人口の趨移

{~\ I平均1戸当 d
¥¥  総耕地面積(it〉|総農家戸数(見耕地規模(3)農業就業人引

(A) ，---/ I (B) ト100=(a)1 (C) 

1900 (明34年) 5，063，745 

1907 (明41年) 5，256，440 5，408，363 97 

1910 (明44年) 5，253，362 5，419，999 97 

1920 (大9年) 5，424，361 5，484，563 99 13，736，572 

1930 (昭5年) 5，780.196 5，511，486 105 13，752，993 

40 (昭15年) 5，912，028 5，390，214 110 13，371，031 

50 (昭万年) 5，968，823 6，176，419 97 16，102，359 

60 (昭35年) 5，731，044 6，056，630 95 13，121，053 

70 (昭45年) 5，711.022 5，341.844 107 9，334，011 

80 (昭55年) 4，700，000 4，661，000 101 6，973，000 
一一一一一一一一一←ー←一一一

資料 (1)土地台帳.大蔵省主税局「主税局統計年報番」
(2)農業統計.農林省統計表，農業調査累年統計表
(3)国勢調査

(4)向:界農林業センサス

平均 1人当り面積は1920年以前には40アール以下， 1930年代， 1940年代には

僅かに増加し漸く 40アールを超えたがこの状態は 1960年代まで変化せず，そ

の後10年毎に50%増加し， 1980年には67.4アールとなっている。

耕地規模別構成変化の趨勢は， 総農地面積， 総農家戸数の趨勢変動よりも

その変動差が小さく約 1世紀前の構成比をみると 1ヘクタール以下層が 68.9

%， 1ないし 3ヘクターノレ層が26;弘 3ヘクタール以上層が4.1%であった。

これに対し1980年では 1ヘクタール以下の層が 69.4%，1~3ヘクタール層が

26.6%， 3ヘクタール以上層が4.0%となっており僅かに零細化している点が

明かである(第2表参照)。

1世紀の間， 農業をとりまく経済環境は大きく変化し， 国民経済に占める
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資料農業統計.農林省統計表，農業調査累年統計表， ¥11:界農林業センサス

農業の地位は大きく変化したにもかかわらず， 農業の担い手である個別農業

の規模は相対的に大きな変化を起していなし、。 これには2つの理由がある。

1つはわが国の農業の担い手の性格にあった。すなわち，その性格の第1は

明治後半から農家経済も商品経済の度を強めつつあったが， 個々の経済主体

は前述のごとく零細であるばかりでなく， 第2次大戦後の農地改革終了に至

るまで，総農家戸数の約70パーセントが小作， 小自作， 自小作農家でその過

半は古い生産関係の下におかれ， 且労働市場の乏しい社会的な発展段階の下

にあった。 したがって，その性格は文字通り貧しさの中に， 生産と生活を維

持し続けた非近代的な農業の担い手群といってよかろう。第3表および第4表

はそれらの性格を具体的に見究めようとしたものである。

第3表は研究対象期間を代表すると考えられた時代の小作農の米生産経済

を考察しようとしたものである。調査対象農家はいずれも 1ヘクタール以上

の規模層で， 耕地規模別農家の累積度では70ないし80パーセント段階， いい

かえるならば， 上層20ないし30パーセントに位置する農家群である。 このよ

うな農家群でありながら，その生産経済は昭和10年(1935) 頃まで一貫して

マイナスであり，上掲表のごとく， 大正11，12， 13年次の平均においては10

アール当り8.1人分の労働力がゼロ報酬となることを示唆し 昭和2，3， 4年

段階でも尚10アール当り， 1. 7人分がゼロ報酬であったことを示唆している。

この期間の小作料はいずれも現物で納入されるが， その量は全生産量の43

- 8ー



家族農業経営の変貌に関する基礎的考察

第3表小作農の米生産経済指標(大正11年~昭和14年)

て霧装計草務長控訴君 10十二ノレ自生産的 14751初雪
¥ の平均均戸当(平均小作料支百子二市F亡司直前調布l当労賃(1)国平均¥ lp面り) 戸当りi払割合l当四時pL均l益 円)|普通回¥積 ， (匂)) (均)'ぷノ 収益(円)!生産量円:-(円)! l!?T-

) 一一 (a)j (A) ， (B) 1江戸Cl (D) I (E) (F) (G) 1'" J (2) 
大正11.12. ! ... ，c J ~ Mni . nnJ .n. I 用 円 |円銭|円
13年平均i105，9; 3，962i 1，907i 48.1 I 88困問 101.67;-12.791 1.58[587.66 

昭和，ゐ~Il汐， 31 5 ， 024\ 2，1581 43.0 1 79.831 81.951- 2凶 1 . 241535.33 

門些~1119 ， 514 ， 51012 ， 0721 45.9 1 96.411 89. 211+.~一一119，51州 01ふ引 45.9 1 96.411 89.211+ 7引 1. 391521. 67 13年平均1117'-'1 1 ""v'''1 | 川 | 

資料 「改訂日本農業基礎統計J420頁， 421頁より作成

ないし 48.1パーセントに達し内部仕向量(I世帯平均家族数7名の食糧仕

向け及び種子仕向け量約1，OOOkg)を控除すると，市場仕向け可能量は総生産

量のわずか27パーセントと推計される。 この量は， ノーマルな経営維持に必

要な市場仕向け量の概ね 50ノミーセントにすぎげ， これら農家群のおかれた社

会経済的性格を符易に推察することが出来る O 第4表はそれらを端的に実証

し得る統計或は趨勢表といえよう。すなわちこの表によると， 日本の農家は

その約70パーセント近くまでが自小作， 小自作小f'pで， いずれも生産経済体

としての性格を整えていなかった(第2表， 第3表参照) にもかかわらず，

その 70パーセントまでが専業農家の範暗におかれて来たこと(第 4表 (2)参

照)，或は調査対象が上層に偏っていたと評されている農家経済調査農家の家

計費に見られるエンゲル係数が， 1950年に至るまで一貫して50ないし60パー

セントに止っていた (第4表 (3)参照) ことなどの数値を相互に関連考察す

るならば， 長きにわたって性格ずけられていた日本農業の担い手が如何なる

ものであったかを容易に推察することが出来ょう。

第2は農地価格の異常な高さにあった。すなわち， 古い生産関係の下に成

立してL、た寄生的地主と土地価格は，零細規模農家，或は高率小作料支払いの

農家経済にとっては極めて高い地価であり， したがってそこには近代的な農

地移動は全く行われず， これが農業の担い手である個別農家の発展を長きに

わたって阻んだのである。前掲第3表に稲作生産経済調査と同一年次におけ

る普通問〈土地生産力中位問〕の全国平均10アール当り価格を掲げたが，その
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水準は粗収益額の6.6，6.7，5.4倍となっており，純収益を基礎として評価する

ならば価格の成立さえ無視されるに等しいと考えられる。にもかかわらず，

その水準は近代経済社会では考えられ得ないような高価格範鴎のものであっ

た。 しかしその範時は発展途上国一般にみられる不耕作巨大地主の不労所得

(累積される小作料) の投資対象と全く等質的である。すなわち低次産業構

造時代にあっては， 非農業分野には投資市場の形成が未発達であり， このこ

とが巨大地主の投資対象を， 貧悶な家族と農地の結合体へと向わせたのであ

る。消費と生産の 2つの側面をもった零細な労作経営体は， 地主にとっては

他の如何なる投資よりも安定し且効率が高かったのである。わが国における

高地価も，そのような社会の展開の中に形成されたものである。

このような経済社会では， 農業生産に参加している土地は経営資産という

よりも財産としての評価仁 それを基礎とした社会的ステータスの指標と化

し 個々の経営規模を強く固定したばかりでなく， それまでに形成された生

産関係を固定した。 日本の労働力多投的な農法は以上のような経過を経て形

成され， 日本的経済成長と相互に絡みあいながら長きにわたって定着したの

第4表 日本農業の性絡 (l910~1970)

J'¥ !自(1産)農(%家)率専(2業)農(%家)率 |i(エ3)ンゲル係数(

明治43年 (1910)I 32.8 68.2 

i大正4 31.5 68.7 

9 30.7 69.7 57.4 

14 30.5 70.0 52.4 

昭和5 30.5 72.0 48.8 

10 30.3 74.1 51. 7 

15 30.5 68.5 48.5 

20 32.8 53.6 62.1 

25 61. 9 50.0 51. 0 

30 69.5 34.8 47.8 

35 75.2 34.3 41. 7 

40 80.1 21.5 37.3 

45 79.4 15.9 28.8 

50 (l975) 84.l 12.4 25.9 

資料 (1)及(2)は前掲需lO4，lO5頁より作成(3)は同上497頁より作成
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家族農業経蛍の変貌に関する基礎的考察

である。

第3節最近25ヶ年の日本農業の変貌

1955年以降の産業構造のスムーズな変革と日本経済の資本蓄積の動向は，

農業をして高地価からの脱却lと農地移動を活発化し， 近代的個別経営の成立

を可能にするかに見えた。 しかし， 農業生産を営む経済体の性格変化は著し

いものがあったが， 農業生産力のあるべき担い手としての経営展開を示して

いるものは極く僅かで，その指標として 10分なものは得がたいが，今それを

自立経営農業の割合に求めるとわずか10パーセントに満たない。

では如何なる変貌を見せたか，前述に準じその指標を農家戸数，農業人口，

農業労働人口， 専兼別構成などとしそれらを相互に関連させながら考察し

てみよう(第5表参照)

対象とする 4半世紀の始めと終りを比較すると農家戸数は151万戸強22.3パ

ーセント減となっており，農業人口の占める割合は 40.7パーセントから19パ

ーセントに減少している。しかしよりその減少割合が強いのは総就業人口に

対する農業就業人口の割合で， 33.8パーセントから， 10.3パーセントに減少

していることと，農家人口が農家戸数の 22ノミーセントの 2倍に近い40パーセ

ント強を減少させていることである。 しかし注目すべきは第2表に明かなご

とく経営耕地規模別農家構成は殆んどといってもよいほどに変化しなかった

ことである。わずかに 3ヘクタール以上が約2パーセント増加しているにす

ぎなし、。この事はこの間における減少農地約 126万ヘクタールと151万の農家

戸数が概ね規模階層に準じていたことを示唆していたといえよう。

第日表 日本農業の担い手の性格趨勢(昭和30~昭和54年)

¥ 1 ー | 総就業人 l 

J¥¥ 農家人口;農家戸数管認毎日に占め壁家世専糊農家の構成的経

l家会口の主要課切ヱ ー ー (ギ)緒2
1 ¥¥l(l，001〕(l'咋〕「%)割ら)係数 l謀議1草案2雲(μ)
昭和30年(1955)1 36，ω6，0751 40.7 I 33.8 Iι81 34.8137.6 i 27.6 
35 (1960) 1 34.5461 6，057 1 36.8 1 26.8 141.7 1 34.3 1 33.6 I 31.1 

40 (1965) I 30， 1141 5，665 I 30.6 1 20.6 1 37.3 1 21.5 1 :J6. 7 I 41. 8 1 9. 1 

45 (l970)! 26，5951 5，4021 25.3 1 15.9 ! 28.8 1 15.6 I 33.6 : 50.81 6.6 

50 (1975)1 23.1971 4.953 i 20.7 1 11.2 .25.9112.4 i 25.5 62.11 9.2 

54 (1 好則9の)1川
r資雪料料. 前倒資料より作成
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農業経営体の性格変貌において注目すべきは専業農家率の著しい減少と兼

業農家とくに第2種兼業農家の著しい増加である。すなわち昭和30年34.8パ

ーセントを占めていた専業農家は昭和54年には12.5パーセントに激減し，

27.6パーセントであった第2種兼業農家は69.7パーセントとなった。 このよ

うな農家の性格変貌は農外就業， 農外所得に基礎ずけられるもので， その程

度や動向は経営耕地規模と強い相関を示し， 0.5ヘクタールの零細規模では農

家所得の91.3パーセントが農外所得で占められている。いずれの階層も， 昭

和35年以降，農外以存を強めて来た(第 6表参照)。

第6表幾家所得に占める農外所得の割合

¥¥¥一一一 I0.5加未満 0.5~ 1. 0 1. 0~ 1. 5 I 1.5~2.0 I 2 h日以上
昭和10年 (1935年) 30. 16.6 14.7 13.4 

タ15年 (1940) 26. 16.7 12.8 14.1 

ク20年(1945) 22. 18.0 10.8 7.9 

ク25タ (1950) 59.5 33. 21.5 14.4 11.0 

ク30ク (1955) 64.9 33. 19.1 13.0 9.7 

タ35ク (1960) 78.6 48. 28.0 20.6 12.6 

ク40ク (1965) 82.2 56. 35.1 24.3 16.8 

ク45~ (1970) 90.7 71. 48.3 34.2 22.6 

ク50ク (1975) 91.3 72. 53.1 39.4 25.0 

註資料 前掲資料より作成

このような個別農業経済の変貌理由は前項までに考察した点と似ているが，

その実態は従来のそれとは多少趣きを具にしている。すなわち， 従来のそれ

は， その殆んどが縮少生産的性格にありながら， その70パーセントまでが専

業であったことにある。

近年のそれは， 農業生産部門は零細で‘あるが， 個々農家の経済規模は社会

平均的分配分を10分にカバーする状態に成長しているものが 70パーセントに

達している。特に賃労働， 職員勤務を兼業部門としている農家経済の所得水

準は高い。 これは農業と非農業における技術進歩と規模との相乗積の差がも

たらす収益水準の差異が規定したもので， このような経済事情が進展する動

向下にあっては， 社会標準的労働力としての性格を持つ農業内労働力は漸次

農業外就業に携り， 農業生席部門は社会的な賃労働者としての就業能力を欠
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くか，労働市場が遠く隔った地帯の労働力によって担われるのである。

このような動向は非農業における資本蓄積一生産過程の合理化によって農

業との隔差を益々強くするが， 同時に農業も非農業の生産性に追随しようと

することから， 生産過程を資本によって装備する。 ここに農業生産の商品経

済化は急速に進み， 兼業化を契機とする農外収入と合せ家計充足は急速に市

場に依存することとなる。第7表(農産物の商品化額)，第8表(農業経営費

用の市場依存割合)および家計費に占める現金支出割合に見られる最近の趨

勢はその当為性を明かに証明しているといえよう。

すなわち， 個別経営における生産物の商品化率は急速に高まり， きわめて

零細な0.5ヘクタール未満の規模においても80パーセントに達し， O.5~ 1. 0へ

第7表商品化額割合(%) (農業粗収入中の現金収入割合)

li--(問
|ク 15ク (1940)

i05hu未満 I0.5~1 伽 1 1. 0~1.5 1 l.5~2.0 I 2ha以上

|ク20ク (1945)

ij2μ (1950) 

i仰(1955)
ク35ij (1960) 

ク40ク(1965)

ク45ク(1970)

タ50ク (1975)

34.2 

42.6 

48.6 

62.1 

65.2 

73.6 

54.3 

64.1 

45.1 

49.5 

58.6 

66.2 

76.4 

79.8 

86.9 

55.5 

65.7 

48.4 

58.2 

66.0 

74.0 

81. 7 

84.8 

89.5 

52.3 

75.6 

58.3 

62.9 

69.9 

78.2 

83.4 

85.9 

90.5 

58.3 

75.8 

56.8 

66.6 

73.0 

81.8 

84.9 

86.9 

91.5 

資料 力日用イ言文監修，改訂日本農業の基総統計，農林水産省農業経済調査

第8表経営費の市場依存割合(%) (経営費中の現金支出割合)

_10.5ha未満 10日伽 11刊 5ha11.5~2 品川 200以上
昭和10年 (1935) 52.7 55.0 48.9 50.7 

。15ク (1940)! 65.6 63.3 71.2 61.4 

ク20ク (1945)i 84.8 73.7 94.3 67.8 

ク25ク (1950) 73.1 72.1 73.6 74.8 74.7 

タ30ク (1955) 74.7 69.6 68.0 67.6 67.1 

ク35ij (1960) 79.6 75.5 73.2 71.1 71.2 

ク40ク (1965) 80.0 74.5 73.9 72.6 72.9 

ク45ij (1970) 69.2 67.8 69.0 68.1 68.6 

ク50ク(1975) 74.2 76.1 75.6 73.7 76.4 

資料前掲に同じ
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クタール層で'90パーセント， 1ヘクタール以上では92ないし94パーセントと高

率な商品化率を示している。 これは農業経営が発展した商.品経済過程の一環

となるに及び， その土地利用方式を単純化し特定作物に収剣したためで、ある

(第7表参照)。

農業経営費の市場依存度の進化の様相は， 農産物の商品化よりもより均一

化されている。 これは非農業における技術革新の!影響をまともに受けて開発

された農業労働過程の技術体系の浸透が規模階層の如何をとはず殆んど画一

的で， 自家労働力以外はその殆んどを市場に依存しているからである(第8表

参照〉。

家計支出に占める現金支出の割合は1955年が57.6パーセント， 1960年には

71パーセント， 1965年78.5パーセント， 1970年80.6パーセント， 1975年87.8

パーセント， 1979年91パーセントと， その市場依存度は年とともに高まって

L 、る。

むすび

以上，農産物の商品化率， 農業経営費の市場依存率， 家計費の市場依存率

を関連させその動向を予測するならば， 日本の農業は自然生態系を基礎とし

て構築されるべき本来の農業経営とは全く逆の方向を辿り， その程度は 1955

年前よりも厳しく且確実に進行しているといえる。それらの指標は全作物の

単位面積当り収量水準の動向ならびに， アンバランスを極めた農産物の自給

率に端的にあらわれている。

しからばこのような道を歩ませたものは何か， それは長きにわたって性格

化した非近代的な家族労作経営の体質にあるともいえるが， そのような体質

のまま今日に至った最大の要因は， 非近代的な農地制度を改めることなく，

資本と労働の運動原理のみに目をうばわれた対応を試み続けたからである。

既述のごとく， 従来における農地の保有は社会的地位の尺度とされ， それ

が日本農民の性格化と高地価を作り出していた。規模拡大が阻止され，止む

なく零細規模の経営を余儀なくされていた農業者は， 零細規模なるが故に土

壌崩壊の危倶を集約周到な労働力投下によって補い続けて来たのである。し

かし 産業構造が高度化し資本と労働がその持つ運動の原理に則って移動し

始め，農業労働自体が近代経済社会の動向や発展の法則を認識するに及ぶと，

農業生産力の安定的な発展は自然生態系と経済系の安定的発展を統合する充

分な土地利用方式の確立と， それを可能ならしめるに足る農地規模の拡大が
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必枢の条件であるとの意識を強めて来た。 L、し、かえるならば， 近年の経済動

向下においては，従来の地力とか地力維持は人力的になされるものではなく，

作物作付式の運用過程で発現するものでなければならないことを確認し始め

たのである。 しかし， かかる段階では農地価格は既に経営資産を数倍にも達

する高水準地価に達しており， その拡大を不可能にしているとともに， 零細

とはいえ所有地の社会的評価額も既に高し、。 ここにいわゆる経営的ならざる

非科学的な農業が，個別経済主体における最少犠牲といった考えを基礎ずけ，

時代， 時代の環境に対応する手段， 方法をこらし，それを維持しようとして

いるとも評することが出来ょう。

以上， 日本的零細な家族的経営の変貌は， 経済外的強制の手段ともいえる

農地と農地制度によって強力に拘束され， 経済社会の変化に対応した土地所

有者，資本家の変化によってその都度わずかな変化を手にして来たにすぎず，

その過程で非近代的な性格をもった農業を一般化させたのである。

既述のごとく資本， 労働はその持つ運動法則に則り， 近代経済社会の創造

と厳しく対決し発展し続けている。従来の農業はそれらの発展を補い扶けて

日本経済の発展を導いたが，現在の農業は， 非農業に支えられ， 遂にはそれ

らの崩壊を導く体質に転化しつつあるといっても過言ではなし、。 このことは

わが国の産業構造と国際市場における日本産業の位置ずけの中に明解に示唆

されている。

以上， 家族農業経営の変貌が農業生産力の発展に関して示唆しているもの

は，非近代的農法を兎服することであり， それへの道は， あるべき農法の展

開を基礎ずける土地利用方式と， その一般化を可能にする近代的農地制度の

確立であると強調出来ょう。
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